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はじめに

2007年10月の中国共産党第17回全国代表大

会（以下、第17回党大会）及び第17期中央委

員会第１回全体会議（以下、17期１中全会）

を経て、胡錦濤政権は２期目に入った。中国

の場合、国家の重要方針は５年に１度開催さ

れる共産党大会で決定される。1992年の「社

会主義市場経済の確立」は1992年の第14回党

大会、国有企業改革は97年の第15回党大会、

私有企業家などの新しい社会階層の党内取り

込みを柱とする「三つの代表」論は2002年の

第16回党大会で承認された後、具体策が本格

化した。そのため、胡錦濤総書記が第17回党

大会の冒頭で行う中央委員会活動報告－「政

治報告」－で何を述べるのか、内外から注目

されていた。さらに、政権基盤の強化の度合

い、若手指導者の登用などの点についても、

高い関心を集めていた。

本稿の目的は、一連の政治日程が終了し、

「政治報告」に沿った取り組みが始動した時

期を見計らい、第二次胡錦濤政権の施政方針

と人事の特徴などを整理することである。特

定の指導者の去就や新しいフレーズに関する

報道が一段落した今、中国の将来像を冷静に

検討していくうえで必要と思われる情報を提

供したいと考える。また、１期目と比較し

つつ、成長持続に向けた課題を認識し、適切

な政策執行を期待出来るか否かをみていきた

い。こうした目的に沿って、Ⅰでは、「政治

報告」に示された経済、政治・外交の基本方

針を紹介する。Ⅱでは、07年12月末までの主

要幹部人事に基づき、党内融和を優先させ、

胡錦濤総書記が譲歩した可能性を指摘する。

Ⅲでは、前章までの分析を踏まえ、第二次胡

錦濤政権の今後５年間を展望し、政策を実行

するうえでの課題などについて言及する。

Ⅰ． 「政治報告」に示された胡
錦濤政権の施政方針

（1）経済運営

第17回党大会の「政治報告」では、政治、

経済、社会など、主要分野における今後の基

本方針が示された。とりわけ、経済分野では、

路線の転換など、今後の発展を左右するであ
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にすること以外には具体的な目標が盛り込ま

れなかった。2020年のGDPを2000年の４倍に

増大させることを掲げた第16回党大会と比較

すると、量的拡大ではなく質的向上を強調し

た点が注目される。

これらの記述から、経済成長至上主義がも

たらす弊害（資源の浪費、貿易摩擦の激化、

大気や水の汚染など）を回避しながら、成長

は持続させたいとの胡錦濤政権の基本方針が

みえてくる。「又好又快（良好で速い）発展」

というスローガンは、それを端的に示したも

のといえよう。

第２に、所得格差是正に向け、あらゆる施

策を講じていく姿勢を強めていることであ

る。2002年の発足以来、胡錦濤政権は、農業

税の廃止や各種費用の見直しによる農民負担

の軽減、経済発展から取り残された中西部の

地域振興など、多くの格差是正策を推進して

ろう内容が数多く盛り込まれている。運営方

針全般でみると、以下の２点が注目される。

第１に、持続可能な方式で成長を図ろうと

していることである。1970年代末以降、高成

長の実現が国家の最優先目標として位置付け

られてきた。これに沿って、投資や輸出の拡

大を推進した結果、中国は世界第４位の経済

大国へと躍進した。短期間での経済規模拡大

に成功する一方、量的拡大の過度な追求によ

り、様々な歪みや矛盾が表面化し、軌道修正

を迫られている。今回の「政治報告」のなか

で、経済成長に伴う資源・環境面での代償の

大きさや「粗放型」経済成長の継続のリスク

など、現行路線の問題点を強いトーンで指摘

した背景には、こうした事情が作用したもの

とみられる（注１）。

とはいえ、国民の生活水準の向上や政治的

安定を実現するには、一定水準の成長を持続

させなければならない。このため、「政治報

告」は、全面的で調和のとれた持続可能な発

展（「科学的発展観」）を目指すべきであると

提唱した。バランス重視の「科学的発展観」

に合わせるため、現在の投資・輸出主導型の

成長から、消費拡大を通じて消費、投資、輸

出がけん引役となる成長方式への転換が明

記された（図表１）。さらに、科学技術の進

歩や労働者の資質向上などによる成長への転

換、省エネや汚染物質排出削減の推進といっ

た方針も示された。半面、経済規模について

は、2020年の１人当たりGDPを2000年の４倍

図表１　需要項目別寄与率

（注）当該年の実質GDP成長率＝100％
（資料）国家統計局『中国統計年鑑2007』

（％）

���
�

��
��
��
��
��
��
��
��
��

���

���� �� �� �� �� ���� �� �� �� �� �� ��

（年）
最終消費支出 資本形成 純輸出



124  環太平洋ビジネス情報  RIM 2008  Vol.8  No.28

調和路線を目指す第二次胡錦濤政権

環太平洋ビジネス情報  RIM 2008  Vol.8  No.28  125

きた。しかし、2006年の１人当たりの可処分

所得は都市部の11,760元に対し、農村部では

3,587元と、データの遡及が可能な78年以降

では最大の格差（3.28倍）となっている（図

表２）。都市内部や地域間の所得格差も、胡

錦濤政権下で深刻化している。

そのため、セーフティネットの整備や税制

の見直しをはじめとする既存の取り組みの強

化に加え、給与報酬の引き上げ奨励などの新

しい方策が打ち出された。財産面での格差の

拡大傾向を踏まえてか、「より多くの大衆が

財産性収入（貯金、不動産等から得る収入）

を得られるよう条件を整備する」との文言が

盛り込まれた。

前述した都市―農村間の所得格差について

は、農村余剰労働力の移転と職業訓練の強化、

農村からの出稼ぎ者の権益保護など、多くの

具体策が「政治報告」で示された。さらに、「第

一次、第二次、第三次産業の協調的なけん引」

という新しい成長方針は、所得格差是正策と

しても注目される（注２）。人口の56％が農

村部に居住し、就業者の４割強が第一次産業

に従事している現状を勘案すると、この方針

には、非農業部門への労働力の移動と農業振

興を同時に推進し、都市―農村間の格差を早

期に是正したいという第二次胡錦濤政権の意

向が凝集されているといえよう。

また、中間層の割合を徐々に拡大させると

の方針を一歩前進させ、中間層が多数を占め

る社会の構築が新たな目標として掲げられた。

低所得者層に対しては、所得の押し上げに加

え、絶対的貧困の基本的解消が「政治報告」

図表２　都市－農村間の所得格差の推移

（資料）国家統計局『中国統計年鑑2007』など
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に明記された。これらは、消費主導型成長へ

の転換促進とともに、格差是正に向けた強い

決意を示したものといえよう。

経済の主要領域に関する方針では、以下の

３点が注目される。１点目は、金融改革に

おける具体的な取り組みを列挙したことであ

る。５年前の「政治報告」では、「金利改革

の穏当な推進」を除けば、改革の深化やリス

クの防止といった抽象的な方針が並んでい

た。これに対し、今回の「政治報告」では、

「資本市場の構造を最適化し、（中略）直接金

融の割合を高める」こと、「人民元為替レー

トの形成メカニズムを整備し、資本項目の自

由兌換を逐次実現する」ことを明言している。

時期は示されていないものの、金融制度改革

の方向性に踏み込んで言及した点は、評価出

来よう。

２点目は、対外経済政策の基本方針におい

て、海外からの懸念に配慮した面がみられる

ことである。例えば、今回の「政治報告」では、

品質の向上を提起する一方で、輸出の拡大や

促進といった単語は使われなかった。対内直

接投資では、産業高度化や地域格差の是正等

に資する方向へ外資を誘導する方針が明確に

示されている。ただし、対外開放は基本的国

策として堅持するとも述べ、政策の見直しが

外資系企業の排除につながるものではない点

を強調した（注３）。他方、経済や企業の発

展に沿って、「走出去」（海外進出）が加速し

つつあることに関しては、中国企業による買

収や資源開発などに対する警戒感の高まりを

意識してか、互恵やウィン－ウィンが基本と

説明し、中国の対外投資が海外に脅威を与え

るものではないことへの理解を求めている。

３点目は、前回の「政治報告」では言及さ

れなかった資源価格の決定メカニズムの改革

が盛り込まれたことである。その際、資源の

ひっ迫度や環境破壊コストを反映させた価格

形成メカニズムの構築を主張している。資源

の浪費や環境破壊に対する胡錦濤政権の強い

危機感がうかがえる。

（2） 政治・外交の基本方針

政治・外交に言及した部分では、1970年代

末の「改革・開放」路線導入以来の方針（共

産党が指導する政治体制の堅持、独立自主

の平和外交）が列挙されている。「政治報告」

の記述から判断する限り、第二次胡錦濤政権

の政治・外交の基本方針は、従来路線の継承

であるとの結論が導き出される。中央政治局

から中央委員会への活動報告の定期化など、

第16回党大会の「政治報告」にはなかった取

り組みの多くも、胡錦濤政権下で既に実施さ

れており、現状追認の側面が強い。とはいえ、

①宗教に対する評価、②台湾問題での柔軟姿

勢、③経済外交の３点では、今回の「政治報

告」の独自性を指摘出来る。

宗教に対して、「宗教界人士と信徒大衆の

経済社会の発展における積極的役割を発揮さ

せる」方針を示した。これまで、宗教信仰の
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自由は憲法で保障されていたが、宗教活動は

共産党や政府が認める範囲内に限定されてき

た。99年の「法輪功」のように、許容範囲か

ら逸脱するような組織的行動を起こした団体

に対しては、社会に悪影響をもたらすとして、

団体の非合法化や関係者の逮捕などの措置が

実施された（注４）。こうした政策を放棄し

たわけではないにせよ、宗教を肯定的に評価

し、社会の安定確保に活用する考えを表明し

たことは、中国にとって画期的といえよう。

共産党政権が社会に存在する各種団体とどの

ような関係を構築し、政治的な安定を維持出

来るか否か、その試金石として、宗教団体と

の関係見直しの動きが今後注目される。

台湾問題については、「一つの中国」とい

う原則さえ容認すれば、「台湾のいかなる政

党」とも、「どのような問題」でも話し合う

用意があると述べた。「三通」（通商、通信、

通航）の全面的な実現に加え、「広範な台湾

同胞に恩恵をもたらす政策・措置」の拡充、

台湾系企業の投資が集中している地域の経済

発展支援も盛り込まれている。従来同様、台

湾独立への反対姿勢を繰り返し強調してい

るが、「武力行使の放棄を約束しない」とい

う表現を外すなど、「政治報告」では柔軟路

線を前面に押し出している。柔軟姿勢を示し

た背景として、中台経済関係の深化があげら

れる。さらに、1996年、2000年の台湾総統選

挙の際、中国は強硬姿勢をとっていたが、い

ずれも独立志向の強い候補者が勝利し、期待

通りの結果とはならなかった。中国が冷静に

対応した2004年の場合、現職の陳水扁氏が再

選されたものの、その差はわずかであった。

2008年の総統選挙を控え、台湾住民の反発や

警戒感を高めかねない言動を自制しようとの

意向が胡錦濤政権内部で作用したと推測され

る（注５）。

経済外交では、「国際貿易・金融体制の整

備」、「貿易・投資の自由化の推進」、「協議や

協力による経済・貿易摩擦の適切な処理」へ

の支持を表明した。第16回党大会の「政治報

告」における「協力の強化」と比較して、方

針が具体的になっている。世界経済における

商品や資金の流れの拡大を踏まえ、WTOや

IMFに代表される現在の国際経済システムへ

の適応は中国の国益につながるとの判断がは

たらいたと考えられる。また、中国経済のプ

レゼンス拡大に伴い、世界各国との間で経済

的な摩擦が頻発するようになっている。こう

した事情から、話し合いや協力による経済摩

擦の解決をあえて「政治報告」の外交方針と

して明記したとも解釈出来る。

（注１）資源投入量の増大による成長を指す。
（注２）第二次産業に偏った成長方式からの脱却が主たる目

的である。
（注３）中国国内では、外資系企業の進出に伴うデメリットを指

摘する意見が2004年頃から登場するようになった。『中
国経済時報』（2004年10月20日付け）や日中経済協会
『日中経協ジャーナル』（2006年10月号）などで、指摘
の主なポイントが紹介されている。

（注４）2002年の第16回党大会の「政治報告」では、法輪功
を指すとみられる「邪教」の犯罪行為を防止、処罰す
るという表現が盛り込まれている。法輪功取り締まりの
経緯から、防止策は、キャンペーン活動を含む広範囲
のものと推測される。
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（注５）台湾海峡の安定という安全保障上の観点から、中台
関係の現状維持を求めるアメリカと独立に向けた取り
組みを急ぎたい台湾・陳水扁政権の間で意見の相違
が拡大している。中国が台湾問題で強硬姿勢を示し
た場合、アメリカと台湾の連携を修復させる契機になる
との判断がはたらいたとも考えられる。

Ⅱ． 第二次胡錦濤政権の顔ぶれ

（1） 最高指導部の選出プロセス

続いて、第二次胡錦濤政権の顔ぶれの特徴

をみてみよう。

まず、最高指導部がどのように選出された

のか、その選出過程を確認しておきたい（図

表３）。

第17回党大会前に、約7,000万人の共産党

員のうち、38の選出母体（地方、国家機関、軍、

国有企業など）から党大会に出席出来る代表

（2,217名）が選出された。若手の登用が80年

代以降の幹部人事の基本原則となっているこ

とを反映し、55歳以下の代表が全体の70.4％

（前回比7.2％ポイント増）を占めた。45歳以

下に限定しても、18.8％（同0.8％ポイント増）

に上昇している。党大会代表には、共産党や

政府の幹部が多数選出されているが、こうし

た幹部層の選出割合は原則70％以内に抑えら

れた。その分、農民や労働者、少数民族、「新

しい経済組織」（例：私営企業の経営者）出

身の代表を増やしている。庶民に優しい胡錦

濤指導部というイメージアップに加え、幅広

い人々の利益を代表する政党への転換に向け

た取り組みの一環ともいえる。

党大会代表と特別招待代表（江沢民前総書

記をはじめ、現役を退いた指導者57人）か

ら構成される有権者により、事務局が作成し

た候補者リストに沿って、中央委員会のメン

バー（中央委員、候補委員）が党大会期間中

に選出された。リストには、実際の選出者数

よりも多い人数が登載されており、得票数の

少ない人物は落選となる（差額選挙）。中央

委員選挙での競争率は1.08倍（221名→204名）

となり、前回の1.05倍に比べて若干上昇した。

そして、新しい中央委員会が党大会終了直

後に１回目の全体会議を開催し、中央政治局

図表３　共産党組織と選出プロセス

（注１） 党大会代表は31の省・直轄市・自治区、国家機関、
軍などから2,217名選出されたが、選出後に３名が病
死、１名が規律違反で資格取消。

（注２） 「差額選挙」は、党組織で事前に準備された候補者
リストから投票し、得票数の少ない人物を落選させ
る制度。定数よりも多い人数が登載され、競争率（例：
中央委員の選出では、前回の1.05倍から1.08倍に拡
大）は徐々に上昇している。

党大会最終日までに
「差額選挙」を実施

党大会終了直後の中央委員会
全体会議にて選出

中央政治局
常務委員（９名）、委員（16名）
常務委員の序列第1位が総書記

中央委員会（中央委員204名、候補委員167名）

党大会代表（2,213名）＋特別招待代表

党員：7,336.3万人（2007年６月時点）

38の選出母体ごとに
「差額選挙」を実施
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のメンバーを選出した。中央政治局は常務委

員と委員の二層構造であり、共産党のトップ

である総書記は政治局常務委員（慣例上、序

列第１位）から選ばれる。

不透明な部分（リストの作成過程、得票数）

は少なくないものの、このようなプロセスを経

て、胡錦濤総書記は再選され、二期目の政権

が始動している。一連の流れをみると、第二

次胡錦濤政権は限定的かつ漸進的ではあるも

のの、党員の多様な意見を人事に反映させよ

うとしている。若返りの推進も、指摘出来る。

（2） 党内融和に配慮した中央政治局人事

次に、第二次胡錦濤政権の中枢である中央

政治局のメンバー構成をみてみよう（図表４）。

第一期の中央政治局メンバー 23名のうち、

16名が留任（昇格）し、７名が退任した（注６）。

党内序列第５位の曾慶紅国家副主席をはじ

図表 4　中国共産党中央政治局の構成

常務委員 主な兼職／担当 年齢 留任／昇格 共青団出身（○）
胡錦濤 総書記、国家主席、中央軍事委員会主席 65 留任 ○

呉邦国 全国人民代表大会常務委員会委員長
（国会議長） 66 留任

温家宝 国務院総理（首相） 65 留任
賈慶林 政治協商会議全国委員会主席 67 留任
李長春 イデオロギー担当 63 留任（序列上昇）
習近平 中央書記処書記 54 昇格（中央委員）
李克強 前遼寧省党委員会書記 52 昇格（中央委員） ○
賀国強 中央規律検査委員会書記 64 昇格（政治局委員）
周永康 中央政法委員会書記、国務委員 65 昇格（政治局委員）
委員 主な兼職／担当 年齢 留任／昇格 共青団出身（○）
王剛 中央直属機関工作委員会書記 65 昇格（政治局候補委員）
王楽泉 新疆ウイグル自治区党委員会書記 63 留任 ○
王兆国 全国人民代表大会常務委員会副委員長 66 留任 ○
王岐山 前北京市長 59 昇格（中央委員）
回良玉 国務院副総理 63 留任
劉淇 北京市党委員会書記 65 留任
劉雲山 中央宣伝部長 60 留任 ○
劉延東 政治協商会議全国委員会副主席 62 昇格（中央委員） ○
李源潮 中央組織部長 57 昇格（中央候補委員） ○
汪洋 広東省党委員会書記 52 昇格（中央候補委員） ○
張高麗 天津市党委員会書記 61 昇格（中央委員）
張徳江 前広東省党委員会書記 61 留任
兪正声 上海市党委員会書記 62 留任
徐才厚 中央軍事委員会副主席（軍人） 64 昇格（中央委員）
郭伯雄 中央軍事委員会副主席（軍人） 65 留任
薄熙来 重慶市党委員会書記 58 昇格（中央委員）

（注１）担当、年齢は 2007年 12月 31日現在の情報を反映
（注２）国務委員は副総理に準ずる地位
（注３）常務委員は序列順、政治局委員は中国語の書き順
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め、退任した７人全員が68歳以上であったこ

とから、年齢制限を厳格に適用する傾向が強

まったといえる。また、50歳代の習近平、李

克強両氏を中央政治局常務委員に抜擢するな

ど、９名が中央（候補）委員から新たに政治

局入りし、「ポスト胡錦濤」政権を見据えた

人事が実施された。

一般的には、胡錦濤総書記がトップに就任

したことがあり、主たる支持基盤とされる中

国共産主義青年団（以下、共青団）出身者の

増加、胡錦濤総書記に対抗出来る指導者の不

在を理由に、政権基盤は強化されたとみられ

ている。総じていえば、妥当な見方であろう。

ただし、中央政治局の人事では、党内融和を

優先させ、胡錦濤総書記が譲歩した可能性も

指摘出来る。その根拠として、以下の３点が

あげられる。

第１に、習近平氏と李克強氏の処遇の差で

ある。習氏は党内序列第６位となり、党内事

務を司る中央書記処書記に就任している。他

方、李氏は党内序列第７位であり、10月末に

遼寧省党委員会書記を退任して以降、政治局

常務委員以外の要職に就いていない（2007年

12月時点）。共青団出身の李克強氏ではなく、

非出身の習近平氏が上位に処遇されたこと

は、共青団出身者を人事で優遇しているとの

反発を緩和する狙いがあったと考えられる。

選出プロセスでの得票や長老の支持状況など

も考慮したうえで、胡錦濤総書記が譲歩した

可能性を示唆する人事といえよう。

第２に、賈慶林政治協商会議全国委員会主

席の留任である（注７）。賈氏は、江沢民前

総書記と勤務先が一時同じであったことなど

により、「上海閥」（江氏系列とみられる指導

者グループの総称）の指導者と位置付けられ

ている。しかも、福建省党委員会書記の頃、

親族が関与したとされる密輸事件が発生した

が、江沢民総書記（当時）は賈氏を処分しな

かった。むしろ、事件後に北京市党委員会書

記、さらには政治局常務委員へと昇進させて

いる。こうした経緯から、第17回党大会での

引退が有力視されていたものの、賈氏は党内

序列第４位にとどまった。引退に追い込んで、

「上海閥」と全面対決するよりも、党内の結

束を優先させようとの判断が賈氏の留任につ

ながったと推測される。

第３に、賀国強、周永康両氏の政治局常務

委員への昇進である。両氏とも、共青団出身

ではないうえ、江沢民前総書記や今回引退し

た曾慶紅国家副主席に近い人物とみられる。

また、両氏が中央規律検査委員会（幹部の

腐敗対策）、中央政法委員会（公安法律関連）

という党内組織の責任者にそれぞれ就任して

いることも、胡錦濤総書記が党内融和を優先

させ、人事面で一定の譲歩を行った可能性を

示唆している。

なお、曾慶紅氏の引退は、党大会直前ま

での大方の予測と異なるものであったため、

様々な憶測が流れている。ただし、曾慶紅氏

は第17回党大会の事務局の責任者を務めるな
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ど、胡錦濤政権の基盤強化に貢献してきたこ

ともあり、有力なライバルとみられていた曾

氏の引退が胡錦濤総書記にとってプラス面ば

かりと評価するのは短絡的であろう。むしろ、

一定の影響力を党内に残したまま年齢制限で

引退したことにより、第二次胡錦濤政権は曾

氏の意向に今後配慮しなければならなくなっ

たと考えられる。また、年齢制限の厳格化は、

胡錦濤総書記が2012年以降も現職にとどまる

可能性を小さくしたといえよう。

（3） 「ポスト胡錦濤」政権を睨んだ中央委
員会人事

中央委員会レベルでは、68歳以上の政治

局（常務）委員が中央委員として再任されな

かったことを背景に、70歳代の中央委員会メ

ンバーは全員引退し、60歳代でも退任が相次

いだ（注８）。その一方、党員数の増加に合

わせて定数を前期より15名増員したため、第

17期中央委員会メンバー 371人中、183人（全

体の49.3％）が新たな中央委員や中央候補委

員として名を連ねている。

こうした新人の大量登用や高学歴化（大学

卒以上が全体の92.2％）とともに、胡錦濤総

書記の支持基盤の強化につながる人事が中央

委員会では際立った。令計画・党中央弁公庁

主任（秘書室長）の中央候補委員から中央委

員への昇格、胡春華・共青団第一書記の中央

委員への新規登用は、中央委員会レベルにお

ける共青団出身者の台頭を示す象徴的な事例

である。令計画氏は現在51歳、胡春華氏は同

44歳であり、年齢制限まで20年前後の時間的

余裕がある。「ポスト胡錦濤」政権では、彼

ら胡錦濤総書記系列の指導者が大きな役割を

果たしていくことになろう。

対照的に、「上海閥」は、江沢民氏の政策

ブレーンとして知られる王滬寧氏（52歳）が

中央委員に再選され、中央書記処書記にも任

命された以外は、若手といえそうな人物の登

用がみられない。徐匡迪・政治協商会議全国

委員会副主席（元上海市長）の中央委員退任

も重なり、中央委員会における勢力の退潮は

顕著である。

これらを総合すると、胡錦濤総書記にとっ

て中央委員会の人事は、譲歩した面がある

中央政治局の人事に比べて満足出来るもので

あったといえよう。

（4） 17期１中全会以降の人事異動

共産党内での地位の変化に対応して、国家

機関での地位が変動するのが通例であること

を考えると、2008年春の全国人民代表大会で、

国家機関の大幅な人事異動が実施されるのは

間違いない。10月22日の17期１中全会終了後、

一部の政治局常務委員や政治局委員の相次ぐ

担当変更は、この異動に向けた準備とみられ

る。そこで、党内序列や17期１中全会以降の

人事を勘案すると、焦点の国家副主席、副首

相レベルの人事は次のようなものになる可能

性が高い。
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国家副主席は、曾慶紅氏から習近平政治局

常務委員に交代する。李克強政治局常務委員

は、故黄菊副首相と同格、すなわち筆頭副首

相に位置付けられ、５年後の後継首相候補と

して手腕を問われることになろう。副首相ポ

ストの削減がないと仮定すれば、四つのうち、

二つが入れ替えの対象となる（回良玉副首相

は政治局委員に留任しているため、08年以降

も引き続き副首相職を担当）。中央政府と地

方の兼務は困難なことから、北京市長を退任

したばかりの王岐山政治局委員、同じく広東

省党委員会書記を退いた張徳江政治局委員が

次期副首相に選出される。

李源潮・江蘇省党委員会書記の中央組織部

長への転任、薄煕来・商務部長の重慶市党

委員会書記への転任、汪洋・重慶市党委員会

書記の広東省党委員会書記への転任について

は、将来に向けた競争の一環と解釈出来る。

中央や地方の幅広い職務を担当し、その実績

が高く評価された場合、2012年の第18回党大

会後に現在よりも高いポストを得ることにな

ろう。

（注６）本来は25名であったが、黄菊副首相（政治局常務委
員）が病死し、陳良宇上海市党委員会書記（政治局
委員）が汚職で解任された後、補充は行われなかった。

（注７）筆者の知る限り、党大会開催前まで引退が有力と報じ
られていた。中国政治の専門家の多くも、引退を予想
しており、その理由は十分納得出来るものであった。

（注８）財団法人ラヂオプレス『旬刊中国内外動向』2007年
11月20日号などを参照。

Ⅲ． 任期満了までの展望と課題

胡錦濤総書記自身が提案した「科学的発展

観」は、第17回党大会で共産党の指導方針（規

約）に盛り込まれることになった。党内融和

に配慮した面はみられるものの、自身の支持

基盤は一期目と比べて強化されたうえ、将来

を見据えた人事も実施出来た。これらの点を

勘案すると、「政治報告」で示された施政方

針の実現に向けた準備は総じて整ったといえ

る。胡錦濤総書記をはじめ温家宝首相など、

第二次胡錦濤政権における最高指導部層の大

半は、2012年の党大会及び2013年の全国人民

代表大会の時点で、年齢制限や三選禁止規定

により現職から退任しなければならなくな

る。職責を果たす目的にせよ、政治的影響力

を残すためにせよ、今後５年間で具体的な成

果を示す必要がある。

このような前提に基づき、「政治報告」を

具現化する過程では、いくつかの課題に直面

することになろう。そのうち、施政方針の実

現を大きく左右する重要課題は、以下の４点

に集約出来る。

第１に、現在実施されている経済政策と「政

治報告」で示した方針との間のかい離の解消

である。例えば、2007年３月以降、食品を中

心に消費者物価指数（CPI）上昇率は政府目

標（３％以内）を上回るペースで推移してい

る。11月は6.9％と、11年ぶりの高水準となっ
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た。本来、国際原油価格の高騰が中国の物価

上昇をもたらす主因となるはずである。とこ

ろが、政府はガソリンなどの石油製品の基準

小売価格を10月末まで据え置いた。11月に値

上げを実施した後も、基準価格上下８％以内

での販売、増産、石油製品の輸出抑制などを

国有大手石油会社に繰り返し指導している。

当面はインフレ防止のために、政府が価格形

成にある程度関与するのはやむを得ないとも

いえるものの、現在の資源価格決定メカニズ

ムを「政治報告」で示された需給状況を反映

したものへと改革しない限り、ユーザーであ

る企業や消費者が資源使用の節約により本腰

を入れて取り組むことは期待しにくい。物価

上昇を沈静化させ、施政方針と逆行するよう

な施策の早期見直しが求められる。

第２に、「政治報告」に盛り込まれた施策

間の調整である。とりわけ、所得格差是正の

取り組みについては調整が急がれる。第二次

胡錦濤政権は、経済成長から取り残されてき

た地域の振興策を本格化させる方針である。

ただし、「政治報告」には、西部大開発、東

北振興、中部崛起が併記されるとともに、経

済特区、上海浦東新区、天津濱海新区と、経

済発展の進んだ沿海部の主要な振興策がすべ

てあげられている。地方の要望に配慮したも

のといえるものの、どの振興策を優先させる

のかが曖昧になっている。優先順位や役割分

担などを明確にしないまま、地域振興策を推

進した場合、低所得地域の開発が頓挫するお

それがある。財政資金や資源の浪費にもつな

がろう。

また、最低賃金の引き上げや給与報酬の引

き上げ奨励などを推進する際、物価や景気へ

の影響に留意した対応が必要である。これら

は、中国経済の健全な発展や消費主導型の成

長への転換に必要不可欠な施策といえる。半

面、拙速な執行は、賃上げ分の価格転嫁によ

る物価の上昇、そして、物価上昇を踏まえた

賃上げの再要求という悪循環を形成しかねな

い。経営コストの上昇に伴う企業業績の悪化

が成長率の大幅な落ち込みにつながれば、第

二次胡錦濤政権が目指す「良好で速い発展」

とは逆方向になってしまう。中国の経済運営

では、極端から極端へと政策がぶれ、景気を

大きく変動させる要因となることが少なくな

かった。そうしたリスクを回避する観点から、

所得分配制度の改革推進にあたっては、テン

ポが加速しないよう細心の注意を払う必要が

あろう。

第３に、「一つの中心、二つの基本点」に

内包された対立を緩和しながら、「科学的発

展観」を末端まで適切に浸透させることであ

る。「一つの中心、二つの基本点」とは、経

済建設を「一つの中心」（最優先）とし、そ

の実現に向けて「改革・開放」と「四つの基

本原則」（共産党の指導、人民民主独裁、社

会主義の道、マルクス・レーニン主義と毛沢

東思想の四つを堅持すること）を「二つの基

本点」（重要な柱）に位置付けるというスロー
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ガンである。1987年の第13回党大会で初めて

提唱され、今日まで共産党政権の基本方針と

して継承されてきた（注９）。第17回党大会

でこのスローガンを強調した背景には、中国

国内の多種多様な要望に対し、胡錦濤政権と

しての姿勢を改めて明示しておく必要があっ

たためと考えられる（注10）。二期目に際し

て党内の合意を確保する必要性もあったと思

われる。ただし、80年代末期、「二つの基本

点」のいずれを重視するかをめぐり、党の最

高指導部の意見は分裂した。「改革・開放」

を推進すれば、「四つの基本原則」を再検討

しなければならず、「四つの基本原則」を維

持しようとすれば、「改革・開放」は中途半

端なものにとどまる（注11）。状況次第では、

80年代末にみられた意見対立を再燃させかね

ない。

加えて、「一つの中心」である経済建設を

めぐる対立が今後懸念される。「一つの中心」

が提案された80年代後半から90年代前半に

おける経済建設では、「低成長は止まってい

るのと同じ」であり、「議論しないで大胆に」

高成長を追求するよう求められた（当時の最

高実力者鄧小平氏の発言）。これに対し、第

二次胡錦濤政権が今後推進しようとする「科

学的発展観」は、Ⅰで指摘したように、全面

的で調和のとれた持続可能な発展であり、高

成長一辺倒からの転換を図ろうとするもので

ある。こうした相違点があるにもかかわらず、

「政治報告」では、「一つの中心、二つの基本

点」の堅持が「科学的発展観」の実行に必要

と明言している。したがって、成長志向の強

い地方政府に対し、胡錦濤政権は「一つの中

心」を継承した部分と、見直す部分があるこ

とを説得していかなければならない。それを

怠れば、「一つの中心、二つの基本点」を根

拠に、地方は投資主導型の成長方式を転換し

ないであろう。地方幹部の発想の転換を促す

ため、胡錦濤政権が進める「一票否決」（地

方の指導者が省エネや汚染物質排出削減目標

を達成出来なかった場合、経済成長などの項

目で高い業績をあげても人事処遇上評価され

ない）制度の貫徹も必要と思われる。中央か

らの都合の悪い指示や要請に、面従腹背な対

応をとってきた地方幹部の行動様式の転換が

成功への鍵となろう。

第４に、幹部の腐敗に対する自浄能力の強

化である。中国の場合、共産党を対等な立場

で外部からチェックする組織が存在しない。

裁判所や検察機関も、「共産党の指導」を前

提とした組織であり、最高人民法院院長（日

本の最高裁判所長官に相当）や最高人民検察

院検察長（検事総長に相当）の共産党内での

地位は、中央委員に過ぎない。

そのため、腐敗対策では、規律検査委員会

という共産党内の組織、内部での学習活動に

大きく依存せざるを得ない。規律検査委員会

は、中央と地方に存在しているが、地方の規

律検査委員会は地元の共産党委員会の審査を

受ける立場である。中央の場合、トップが政
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治局常務委員（現在は序列８位）のため、一

定の権威を有してはいるものの、自身より序

列が上位の人物の汚職を摘発出来るか疑問の

余地が残されている。

このような制度上の制約を抱えているた

め、幹部による腐敗が蔓延しやすい。胡錦濤

政権は「政治報告」の中で、「人心の離反、

党の生死存亡」にかかわると、腐敗に対する

強い危機感を示した。しかしながら、具体策

となると、制度上の制約にほとんど手をつけ

ず、党員や党組織の清廉性の強化への取り組

みを強調するにとどまっている。経済改革に

対する支持確保という観点から、民衆の不満

を高める腐敗行為の防止は不可欠である。と

はいえ、制度的制約などを勘案すると、改善

への道程は険しい。

従来と比較すれば、第17回党大会の「政治

報告」は、経済や社会の問題点を率直に認め

ている。長期的な安定成長の実現に向け、第

二次胡錦濤政権には、「政治報告」で示した

認識に沿って、これらの課題を先送りせず、

地道に取り組んでいくことが期待される。

（注９） 江沢民政権の基盤が強化された90年代後半以降、
「一つの中心、二つの基本点」は言葉として強調され
なくなった。本文で言及した対立点を想起させない、あ
るいは第13回党大会当時の総書記（代行）であり、89
年の天安門事件で失脚した趙紫陽氏を連想させない
意図がはたらいたものとみられる。

（注10）関［2005］によると、中国の経済学界では、市場メカ
ニズムの構築に向けた改革の加速を主張するグルー
プ（新自由主義者）と、市場経済化に伴う歪みの是正
や公平性の確保を最優先と考えるグループ（新左派）
の間で論争が展開されている。一連の論争は、胡錦
濤政権の経済運営方針にも影響を及ぼしており、「政
治報告」では両方の提案を取捨選択している面がみら

れる。
（注11）小島［1989］P.159～ 160
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